
 

 

第２２期第２６回福岡県有明海区漁業調整委員会次第 

 

 

 

１ 日  時  令和7年３月３日（月） １３：３０ 

 

 

２ 場  所   福岡県有明海水産会館  

（柳川市三橋町高畑271 TEL ０９４４－７３－６１６６） 

 

 

３ 議  題 

 

（１）福岡県資源管理方針の一部改正について（諮問）              資料１ 

 

（２）ビゼンクラゲの採捕制限に係る委員会指示について（協議）         資料２ 

 

（３）福岡県有明海区における刺し網等漁業許可方針の改正について（協議）    資料３ 

 

（４）水産基盤整備事業について（報告）                    資料４ 

 

（５）ノリ養殖の概況について（報告）                     資料５ 

 

（６）その他 

                



資　料　１

(22期第26回有明漁調委)
(令和　７年　３月３日)



令和７年３月３日 

福岡県有明海区漁業調整委員会資料 

 

福岡県資源管理方針の一部改正について（諮問） 

 

水産振興課漁船漁業係 

【概要】 

〇「ぶり」の別紙１への追加について 

・本県は令和２年 12 月１日、漁業法第 14 条第１項の規定に基づき、本県の資

源管理を行うための方針を示した「福岡県資源管理方針」を策定した。 

・国が定める特定水産資源（TAC 魚種）のうち、本県で漁獲のある魚種につい

ては、別紙 1-1 から 1-10 までに、その具体的な管理方針を定めている。 

・今般、特定水産資源である「ぶり」の漁業法に基づいた資源管理が、令和７

年４月１日より始まるため、国が定める資源管理基本方針が改定される。

（令和７年３月上旬改定予定） 

・これを受け、「ぶり」についても、福岡県資源管理方針の別紙 1-11 にその具

体的な管理方針を定めることとしたい。 

 

〇漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

・別紙 1第３では各資源の漁獲可能量の県内配分基準について規定している。 

・「かたくちいわし瀬戸内海系群」以外の各魚種について、「漁業法第16条第２

項※に基づく関係海区漁業調整委員会は、筑前海区漁業調整委員会とする。」

旨の文を追加したい。 

・また、豊前海区及び有明海区については、知事管理漁獲可能量を定めたとき

は、設定後に開催される委員会で報告することとしたい。 

※漁業法第 16 条第２項：都道府県知事は、知事管理漁獲可能量を定めようとするときは、

関係海区漁業調整委員会の意見を聴かなければならない。 

（補足） 

・現状管理されている魚種は知事管理区分が一つで、国から定められた漁獲可

能量の全量を配分するため、県内配分について裁量の余地がほとんどない。 

・当該魚種の漁獲量のうち、豊前及び有明海区の割合は非常に少なく、豊前お

よび有明海区の通常通りの操業に影響はない。 

・知事管理区分を分ける必要が発生した際は、方針改正について全海区の漁業

調整委員会に諮問する。 

 

〇別紙 1-3 くろまぐろ（小型魚）および 1-4 くろまぐろ（大型魚）の変更点 

・知事管理漁獲可能量の変更について、事後報告を可能とする旨を追記する。 

・くろまぐろ 0歳魚の漁獲を増加させない取組について追記する。 



改正案 現行方針 
福岡県資源管理方針 

第１～第７（略） 
 
第８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理方針 

  特定水産資源についての具体的な資源管理方針は「別紙１－１ ま

あじ」から「別紙１－11 ぶり」までに、特定水産資源以外の水産資源

（法第11条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な

資源評価が行われていないものを除く。）についての具体的な資源管理

方針は「別紙２－１ ひらめ日本海中西部・東シナ海系群」に、法第 

11 条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源

評価が行われていない水産資源の資源管理の方向性は「別紙３－１ 

ぶり」から「別紙３－11 がざみ福岡県海域（有明海）」までに、それ

ぞれ定めるものとする。 
 
（別紙１－１） 
第１ 特定水産資源 

まあじ 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まあじ知事管理区分に配分する。 
漁業法第 16 条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管

理の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の

協定の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区及び豊前

海区漁業調整委員会に報告するものとする。 
第４ （略） 
 

福岡県資源管理方針 
第１～第７（略） 
 
第８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理方針 

  特定水産資源についての具体的な資源管理方針は「別紙１－１ ま

あじ」から「別紙１－10 まだい日本海西部・東シナ海系群」までに、

特定水産資源以外の水産資源（法第11条第２項第２号の資源管理の目

標を定めるに当たって必要な資源評価が行われていないものを除く。）

についての具体的な資源管理方針は「別紙２－１ ひらめ日本海中西

部・東シナ海系群」に、法第 11 条第２項第２号の資源管理の目標を定

めるに当たって必要な資源評価が行われていない水産資源の資源管理

の方向性は「別紙３－１ ぶり」から「別紙３－11 がざみ福岡県海域

（有明海）」までに、それぞれ定めるものとする。 
 
（別紙１－１） 
第１ 特定水産資源 

まあじ 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まあじ知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 

第４ （略） 
 



（別紙１－２） 
第１ 特定水産資源 

まいわし対馬暖流系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まいわし知事管理区分に配分する。 
漁業法第 16 条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管

理の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の

協定の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区漁業調整

委員会に報告するものとする。 
第４ （略） 
 
（別紙１－３） 
第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（小型魚） 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

本県において漁獲されるくろまぐろはわずかであることから、採捕

の種類別、海域別又は期間別の数量は定めないこととし、全量を福岡県

くろまぐろ（小型魚）知事管理区分に配分する。 
漁業法第 16 条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管

理の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の

協定の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
配分の変更については，あらかじめ筑前海区漁業調整委員会の意見

を聴いて定めた方法により配分した場合は、変更後に開催される筑前

海区漁業調整委員会に報告するものとする。 
有明海区及び豊前海区漁業調整委員会については、漁獲可能量を設

（別紙１－２） 
第１ 特定水産資源 

まいわし対馬暖流系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まいわし知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 

第４ （略） 
 

（別紙１－３） 
第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（小型魚） 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

本県において漁獲されるくろまぐろはわずかであることから、採捕

の種類別、海域別又は期間別の数量は定めないこととし、全量を福岡県

くろまぐろ（小型魚）知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 
 
 



定または変更したときは、設定または変更後に開催される各海区漁業

調整委員会に報告するものとする。 
 

第４ その他資源管理に関する重要事項 
   知事管理区分の漁獲量の公表について、法31条に定める場合に該当

するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁

獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推移に応じて判

断する。 
０歳魚（２キログラム未満）の漁獲を令和６管理年度の水準から増加

させないため、県は漁業者が行う取組に対する指導を行うこととする。 
 

（別紙１－４） 
第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（大型魚） 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

本県において漁獲されるくろまぐろはわずかであることから、採捕

の種類別、海域別又は期間別の数量は定めないこととし、全量を福岡県

くろまぐろ（大型魚）知事管理区分に配分する。 
漁業法第 16 条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管

理の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の

協定の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
配分の変更については，あらかじめ筑前海区漁業調整委員会の意見

を聴いて定めた方法により配分した場合は、変更後に開催される筑前

海区漁業調整委員会に報告するものとする。 
有明海区及び豊前海区漁業調整委員会については、漁獲可能量を設

定または変更したときは、設定または変更後に開催される各海区漁業

調整委員会に報告するものとする。 

 
 

第４ その他資源管理に関する重要事項 
知事管理区分の漁獲量の公表について、法31条に定める場合に該当

するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁

獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推移に応じて判

断する 
 
 
 
 

（別紙１－４） 
第１ 特定水産資源 

くろまぐろ（大型魚） 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

本県において漁獲されるくろまぐろはわずかであることから、採捕

の種類別、海域別又は期間別の数量は定めないこととし、全量を福岡県

くろまぐろ（大型魚）知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
第４ （略） 
 
（別紙１－５） 
第１ 特定水産資源 

するめいか 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県するめいか知事管理区分に配分する。 
漁業法第16条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管理

の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の協定

の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区及び豊前

海区漁業調整委員会に報告するものとする。 
第４ （略） 
 
（別紙１－６） 
第１ 特定水産資源 

まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まさば及びごまさば知事管理区分に配分する。 
漁業法第16条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管理

の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の協定

の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区漁業調整

委員会に報告するものとする。 
第４ （略） 

 
第４ （略） 

 
（別紙１－５） 
第１ 特定水産資源 

するめいか 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県するめいか知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 

第４ （略） 
 

（別紙１－６） 
第１ 特定水産資源 

まさば対馬暖流系群及びごまさば東シナ海系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まさば及びごまさば知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 

第４ （略） 



 
（別紙１－７） 
第１ 特定水産資源 

かたくちいわし対馬暖流系群（体色が銀色のものをいう。以下この別

紙の第２から第３において同じ。） 

第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県かたくちいわし対馬暖流知事管理区分に配分する。 
漁業法第16条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管理

の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の協定

の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区漁業調整

委員会に報告するものとする。 
第４ （略） 
 
（別紙１－８） 
第１ 特定水産資源 

うるめいわし対馬暖流系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県うるめいわし知事管理区分に配分する。 
漁業法第16条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管理

の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の協定

の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区漁業調整

委員会に報告するものとする。 
 

第４～第５（略） 

 
（別紙１－７） 
第１ 特定水産資源 

かたくちいわし対馬暖流系群（体色が銀色のものをいう。以下この別

紙の第２から第３において同じ。） 

第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県かたくちいわし対馬暖流知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 

第４ （略） 
 

（別紙１－８） 
第１ 特定水産資源 

うるめいわし対馬暖流系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県うるめいわし知事管理区分に配分する。 
 
 
 
 
 
 
 



 
（別紙１－9）（略） 
 
（別紙１－10） 
第１ 特定水産資源 

まだい日本海西部・東シナ海系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まだい知事管理区分に配分する。 
漁業法第16条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管理

の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の協定

の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区漁業調整

委員会に報告するものとする。 
 

第４～第５（略） 
 
（別紙１－11） 
第１ 特定水産資源 

ぶり 
第２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等 

福岡県ぶり知事管理区分 
⑴ 当該知事管理区分を構成する事項 

当該知事管理区分を構成する事項は、次のとおりとする。 
① 水域 

②の対象とする漁業が、ぶりの採捕を行う水域 
② 対象とする漁業 

福岡県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地がある者

第４～第５（略） 
 

（別紙１－9）（略） 
 

（別紙１－10） 
第１ 特定水産資源 

まだい日本海西部・東シナ海系群 
第２ （略） 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県まだい知事管理区分に配分する 
 
 
 
 
 
 

第４～第５（略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



がぶりを採捕する漁業（大臣管理区分を除く。） 
③ 漁獲可能期間 

周年 
⑵ 漁獲量の管理の手法等 

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に漁獲量

を増加させない管理とし、漁獲量等の報告期限は、陸揚げした日からそ

の属する月の翌月10日までとする。 
第３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準 

全量を福岡県ぶり知事管理区分に配分する。 
漁業法第 16 条第２項に基づく関係海区漁業調整委員会は、資源管

理の取組状況、当該特定水産資源の回遊状況、法第 124 条第１項の

協定の実施状況等を踏まえ、筑前海区漁業調整委員会とする。 
漁獲可能量を定めたときは、設定後に開催される有明海区及び豊前

海区漁業調整委員会に報告するものとする。 
第４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

漁獲可能量による管理以外の手法として、漁獲努力量による管理を

合わせて行うこととする。この場合における当該漁業に係る漁獲努力

量の上限は、資源管理方針策定時の本県筑前海海域における漁船登録

数である2,102隻とする。 
第５ その他資源管理に関する重要事項 

資源管理基本方針（令和２年農林水産省告示第1982号）の本則の第

１の２（５）に 定めるステップアップ管理を行う。 
 
 
 
（別紙２－１）（略） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（別紙２－１）（略） 
 
 



（別紙３－１） 削除 
ぶり（令和７年３月〇日付けの資源管理基本方針改正で特定水産資源と

なり、別紙１へ規程。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（別紙３－２）～（別紙３－11）（略） 
 

（別紙３－１） 
第１ 水産資源 

ぶり 
第２ 資源管理の方向性 

MSY（最大持続生産量）ベースの資源評価結果に基づき資源管理

基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるまでの間、国が行う資

源評価における現状の親魚量を維持することを資源管理の方向性とす

る。 
第３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項 

福岡県漁業調整規則等の公的規制を遵守するとともに、当該水産資

源の採捕をする者による法第 124 条第１項の協定の締結を促進し、

認定した協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らに

よる当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進す

る。 
また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評価が

行えるように努めることとする。 
第４ その他資源管理に関する重要事項 

なし 
 
（別紙３－２）～（別紙３－11）（略） 
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ビゼンクラゲの採捕制限にかかる委員会指示について 

 
【経緯】 

・平成 24 年頃にビゼンクラゲが大量発生したことを受け、資源を保護し、漁場

の競合を避けるために、平成 27 年に佐賀・福岡両県で、採捕禁止期間や禁止

区域、固定式さし網の漁具の規模、採捕できるクラゲの大きさ等を規制する委

員会指示を発出。 
・佐賀県は操業開始を早く、福岡県は遅くしたいという意見の相違がある中、令

和３年度までは委員会指示の操業開始日を調整※し、１年毎に指示を更新。 
 ※平成２９年は７／５、令和３年は７／４、それ以外は７／１ 

・令和４年度、実際の操業開始日を毎年両県で話し合って決定することを条件

に、操業開始日を７／１、指示期間３年（有効期間：令和４年６月１日～令和

７年５月３１日）とする委員会指示を発出。 
・令和６年１２月に福岡有明海漁連理事会で委員会指示更新案について協議し、

現行の内容で更新することを決定。 
・令和７年２月１２日、福岡有明海漁連会長より福岡県有明海漁業調整委員会会

長宛に現行と同じ内容で指示期間３年（有効期間：令和７年６月１日～令和１

０年５月３１日）とする委員会指示発出の要望。 
 
【委員会指示案】 

 現行 更新案 
指示番号 １１１号 １１６号 
発出日 令和 4 年 5 月 24 日 公報登載日(令和 7 年 3 月予定) 
指示期間 令和 4 年 6 月 1 日 

～令和 7 年 5 月 31 日（３年間） 
令和 7 年 6 月 1 日 
～令和 10 年 5 月 31 日（３年間） 

採捕禁止期間 
 
（採捕期間） 

6 月 1 日～6 月 30 日 
11 月 1 日～翌年 5 月 31 日 
（7 月 1 日～10 月 31 日） 

 
同  左 

採捕禁止場所 別紙 同  左 
漁具の制限 刺し網の総延長 250ｍ以下 

    網丈   9ｍ以下 
    目合 20cm 以上 
使用漁具  1 隻 1 統まで 

 
同  左 

大きさの制限 傘幅 40cm 未満採捕禁止 同  左 

  資  料  ２ 

（22 期 26 回有明漁調委）

（令和 7 年 3 月 3 日） 
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（現案） 

 

                  １１６ 

  福岡県有明海区漁業調整委員会指示第１１１号 

漁業法（昭和 24 年法律第 267 号）第 120 条第１項の規定に基づき、福岡県有

明海区におけるビゼンクラゲ漁業の調整を図るため、当該魚種の採捕について

次のとおり指示する。ただし、試験研究機関が試験研究のために採捕する場合

はこの限りでない。 

    ７ 公報登載日 

   令和４年５月 24 日 

                        福岡県有明海区漁業調整委員会会長  半田 亮司    

１ 指示の適用海域 

  福岡県有明海区海域（農林水産大臣の管轄する漁場を含む） 

２ 指示の内容 

（１）６月１日から６月 30 日まで及び 11 月１日から翌年５月 31 日までの期

間は採捕してはならない。 

（２）採捕可能な期間において次の区域で採捕してはならない。 

   次のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク及びアの各点を順次に結んだ直線

によって囲まれた区域。 

 （世界測地系） 

  ア  北緯 33 度 05 分 39 秒、東経 130 度 21 分 46 秒 

  イ  北緯 33 度 05 分 08 秒、東経 130 度 21 分 41 秒 

  ウ  北緯 33 度 04 分 48 秒、東経 130 度 21 分 40 秒 

  エ  北緯 33 度 03 分 51 秒、東経 130 度 21 分 25 秒 

  オ  北緯 33 度 03 分 51 秒、東経 130 度 21 分 33 秒 

  カ  北緯 33 度 04 分 48 秒、東経 130 度 21 分 47 秒 

  キ  北緯 33 度 05 分 08 秒、東経 130 度 21 分 49 秒 

  ク  北緯 33 度 05 分 39 秒、東経 130 度 21 分 54 秒 

（３）採捕可能な期間において当該魚種の採捕を目的として固定式さし網漁業

を使用する場合、漁具は１隻１統とする。また、網漁具の総延長は 250

メートル（仕立て上り）以下、網丈は９メートル以下、網の目合は 20

センチメートル以上とする。なお、夜間にあっては当該漁具の両端に設

置した旗に電灯その他の照明による漁具の標識を設けなければならな

い。 

（４）傘幅 40 センチメートル未満は採捕してはならない。 

３ 指示の有効期間 

    ７         10 

  令和４年６月１日から令和７年５月 31 日まで 
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【採捕禁止場所】 
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福岡県有明海区における刺し網等漁業許可方針改正について 

 

〇現状 

・ 「空つりなわ漁業」とは多数の空針を付けた延縄を敷設し、海底の

アカエイを選択的に漁獲する本県有明海の伝統的な漁法。 

・ 一方、本漁業は過去、佐賀県との協議の結果１、新規を認めず、既存許

可の漸減方針となっている２。 

１ 農区を共有する佐賀県では空つりなわ漁業は漁業調整規則上、禁止漁具。昭和 55年に佐賀県側か

ら福岡県でも禁止漁具にするべきとの要望があがり、協議の結果、既存許可の漸減方針となった。 

２ 過去 8隻あった許可も令和 6年時点で 2隻のみ。 

・ これに伴い、現行の許可方針では、当該許可の承継は相続以外禁止と

なっており、生前承継ができない状態。 

・ 現在、空釣りなわ漁業者から甥（妻の兄弟の子供）に承継したいとの

要望を受けており、許可方針の改正を検討。 

 

 

○改正案 

・ 許可方針を改正し、親族※の範囲に限り承継を認めるものとしたい。 

→  別紙案参照 

 
  
 
 
 
 
 
○今後のスケジュール 

R7.3.3   有明漁調委にて、本許可方針の改正について協議 

R7.6～7  福佐連調委にて、本許可方針の改正について協議 

※民法第７２５条（親族の範囲）によれば、「親族」は、次に掲げるものとされている。 

一 六親等内の血族（血族：自身と血縁関係にあるもの） 

二 配偶者 

三 三親等内の姻族（姻族：婚姻関係によって発生する親族、配偶者の血族又は血族の配偶者） 

                            ⇒今回はこれに該当。 

資 料 ３ 
(22期第26回有明漁調委) 

(令 和 7 年 ３ 月 ３ 日 ) 



 

福岡県有明海区における刺し網等漁業許可方針  
 

 
１  制 限 措置 に 関する 事 項  

（１） 許可枠及び住所要件 

次表のとおり許可する船舶等の数の上限を設ける。漁業許可は次表に掲げる住所を有す

る者（漁業協同組合に加入している者については、その漁業協同組合の住所に読み替える

ものとする。）に対してのみ行うこととする。  
なお、空つりなわ漁業については漸減方針のため、相続以外は承継を認めないものとす

る。親族（6 親等以内の血族、配偶者及び 3 親等以内の姻族）への承継以外認めないもの

とする。 

漁業種類 
許可する船舶等の数の

上限 
住 所 要件  

えび三重流し刺し網漁業 定めなし 

大 川 市 、 柳 川 市 、 み や ま 市 、

大 牟 田市  

すずき流し刺し網漁業  定めなし 

雑魚一重流し刺し網漁業  定めなし 

げんしき網漁業  定めなし 

空つりなわ漁業  ８隻以内（漸減方針） 

固定式刺し網漁業  定めなし 

 
 
（２） 船舶の総トン数  
   定めなし  
 
（３） 推進機関の馬力数  
   定めなし  
 
（４） 操業区域  
   福岡県地先有明海海域（農林水産大臣管轄漁場を含む）  
 
（５） 漁業時期  
   １月１日から１２月３１日まで。ただし、空つりなわ漁業は４月１日から８月１５日

まで。  
 
２ 許可の有効期間 

  ５年又は一斉更新までの残存期間とする。ただし、漁業違反が多発する場合等、漁業調

整のため必要な限度において、福岡有明海区漁業調整委員会の意見を聴いて、５年より

短い期間を定めることがある。  



 

３ 条件 

（１）刺し網漁業  
  ①えび三重流し刺し網漁業  

条件  
 
 
 
 
 
 
 
 

１ １隻が使用する網漁具の総延長は３００メートル（仕立て上り）  
 以下でなければならない。  
２ 網の目合いは、外網１８センチメートル以下、内網３．５センチ

メートル以下でなければならない。  
３ 網丈は、２メートル以下でなければならない。  
４ 使用する漁具は、２統以内でなければならない。２統を使用する

場合、その漁具の総延長は３００メートルを超えてはならない。  
５ ボンデンに設置する旗は水面から１ｍ以上の高さに設置し、旗色

は「西側：赤、東側：黒」にしなければならない。  
 
  ②すずき流し刺し網漁業  

条件  
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 筑後百貫灯標から人工島初島中心を経て陸岸にいたる直線以北及

び三池港北防砂堤灯台から黒崎山頂を見通した直線以東の有共第１

号漁業権漁場内の海域においては操業してはならない。  
２ 網の目合は、一重網は１１センチメートル以上、三重網は外網３

０センチメートル以上、内網１１センチメートル以上でなければな

らない。  
３ １隻が使用する網漁具の総延長は５３０メートル（仕立て上り）

以下でなければならない。  
４ 使用する漁具は、一重網又は三重網のいずれか１統でなければな

らない。  
５ ボンデンに設置する旗は水面から１ｍ以上の高さに設置し、旗色 

は「西側：赤、東側：黒」にしなければならない。  
 
  ③雑魚一重流し刺し網漁業  

条件  
 
 
 
 
 
 
 

１ １隻が使用する網漁具の総延長は４５０メートル（仕立て上り）

以下でなければならない。  
２ 網は、一重でなければならない。  
３ 網の目合は、１０センチメートル以下でなければならない。  
４ 網丈は、６メートル以下でなければならない。  
５ 使用する漁具は、１統でなければならない。  
６ ボンデンに設置する旗は水面から１ｍ以上の高さに設置し、旗色 

は「西側：赤、東側：黒」にしなければならない。  
 
（２）げんしき網漁業  

条件  
 
 
 
 
 

１ １隻が使用する網漁具の総延長は４５０メートル（仕立て上り）

以下でなければならない。  
２ 使用する漁具は、１統でなければならない。  
３ ボンデンに設置する旗は水面から１ｍ以上の高さに設置し、旗色 

は「西側：赤、東側：黒」にしなければならない。  
４ 船舶の航行に支障を与えるような操業をしてはならない。  

 
（３）空つりなわ漁業  

条件  なし  



 

 
（４）固定式刺し網漁業  

条件  
 
 
 
 
 
 
 
 

１ のり養殖漁業時期は、第１種区画漁業権漁場内及びその周辺に設

けられた免許区域外の大潮通し、大船通し（矢部川、塩塚川等の澪

筋を含む。）においては操業してはならない。  
２ １隻が使用する網漁具の総延長は４５０メートル（仕立て上り）

以下でなければならない。  
３ ボンデンに設置する旗は水面から１ｍ以上の高さに設置し、旗色

は「上手側：赤、下手側：黒」又は「西側：赤、東側：黒」にしな

ければならない。  
４ 船舶の航行に支障を与えるような操業をしてはならない。  

 
４ 申請書の添付書類等 

（１）漁業権者の同意書  
    ただし、福岡県または佐賀県の有明海区の漁業協同組合に所属する者に関しては不

要とする。  
 
５ 資源管理の状況等の報告 

  許可を受けた者は、毎年の漁期終了後の翌月末日までに報告すること。  
 

   附 則 

この許可方針は令和２年１２月１日から施行する。  
 

附 則 

この許可方針は令和５年７月１日から施行する。 

（申請書の添付書類等の追加）  
 
  附 則  
この許可方針は令和７年〇月〇日から施行する。  
（空つりなわ漁業の承継に係る規定の改正）  







水産振興課漁場整備係

１　令和７年度水産基盤整備事業　実施予定位置図

2　令和７年度水産基盤整備事業　実施予定一覧表

3　福岡県有明地区 水産環境整備事業の概要

福　岡　県

令和７年度水産基盤整備事業概要

資　　料　　４
(22期第26回有明漁調委)
(令和７年　　３月３日)
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１． 令和７年度 水産基盤整備事業実施予定位置図

：覆砂工事（前期）

：覆砂工事（後期）

：堆積物除去工事

堆積物除去工事（浚渫箇所）

堆積物除去工事（投入箇所）

柳 川 市

210（8）工区

43工区

44工区

210（11）工区
210（12）工区

305工区



２．令和７年度　水産基盤整備事業実施予定一覧表

福岡県水産振興課

①覆砂工事
【農共分】

事 業 名 実施主体 地 区 名 漁 場 名 事 業 位 置 工 事 予 定 期 間 備    考

水 産 基 盤 福 岡 県 福岡県有明 210（8） 柳 川 市 地 先 R７年５月上旬～８月下旬 覆 砂 231,000 ㎡ 砂厚 35cm

整 備 事 業

〃 〃 210（11） 柳 川 市 地 先 R７年６月上旬～８月下旬 〃 53,000 ㎡ 砂厚 35cm

〃 〃 210（12） 柳 川 市 地 先 R７年６月上旬～８月下旬 〃 53,000 ㎡ 砂厚 35cm

３漁場 337,000 ㎡

【有共分】

事 業 名 実施主体 地 区 名 漁 場 名 事 業 位 置 工 事 予 定 期 間 備    考

水 産 基 盤 福岡県 福岡県有明 43 大牟田市地先 R７年５月上旬～８月上旬 覆 砂 102,000 ㎡ 砂厚 35cm

整 備 事 業

〃 〃 44 大牟田市地先 R７年５月上旬～８月上旬 〃 42,000 ㎡ 砂厚 35cm

〃 〃 305 大牟田市地先 R７年５月上旬～８月上旬 〃 67,000 ㎡ 砂厚20cm 130536

３漁場 計 211,000 ㎡

合計 548,000 ㎡
②堆積物除去
【 有 共 分 】
事 業 名 実施主体 地 区 名 漁 場 名 事 業 位 置 工 事 予 定 期 間 備    考

水 産 基 盤 福 岡 県 福岡県有明 塩 塚 川 河 口 柳 川 市 地 先 R７年６月上旬～９月上旬 浚渫・投入 1,800m
整 備 事 業

計 1,800m

事 業 内 容

事 業 内 容

事 業 内 容



３　福岡県有明地区 水産基盤整備事業の概要

①覆砂工事について

1 施工箇所の測量を行い、施工区域に旗竿を立てます。

2 音響測探機を用いて施工前の測探を行います。

3 海砂採取地から運搬船にて海砂を搬入します。

4 工事区域沖合の瀬取り位置にて運搬船からガット船等へ海砂を積み替えます。

5 ガット船等で工事区域に海砂を投入します。

6 クレーン付台船で均し機（鋼製）を曳いて不陸均しを行います。

7 音響測探機を用いて施工後の測探を行います。

②堆積物除去工事について

1 浚渫箇所及び投入箇所の測量を行い、施工区域に旗竿を立てます。

2 音響測探機を用いて施工前の測探を行います。

3 浚渫箇所にたまった堆積物を、グラブ浚渫船等にて掘削します。

4 掘削した堆積物を、土運船等にて投入箇所まで運搬し、投入します。

5 音響測探機を用いて施工後の測探を行います。
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令和６年度ノリ養殖経過 

 

１ 採苗・育苗 
○採苗は 10 月 18 日から開始された。今年度は過去最高に暑い夏であったため、

例年通りに海水温が低下せず、24～25℃台での採苗となった。採苗直後は殻胞

子の放出抑制やポドフィリアや付着珪藻による網の汚れによって、想定通りに採

苗が進まなかった漁業者が多かったが、10 月 19 日のまとまった降雨以降、海水

温が 24℃を下回るようになり、殻胞子の放出が本格化したため、この頃から採

苗作業が順調に進み出し、25 日までで採苗は概ね終了した。芽付きは「薄め」

～「適正」であった。 
 
〇育苗期において、アオノリの付着は例年に比べてやや多かった。また、ポドフィ

リアや付着珪藻による網の汚れも酷く、網洗いを実施しても翌日には再び網が汚

れてしまうような状況であった。 
 
○ラッカサンを撤去後に芽数が減少する網や、網洗い・展開・冷凍入庫作業時にノ

リ芽が減少するという報告を多数受けた。これらは、まとまった降雨後（11 月 1
～2 日、累計 90mm）の干出不足又は干出過多、高水温や網の汚れによるノリ芽

の活着力の弱さ、カモによる食害が原因と推察された。 
 
○冷凍入庫は 11 月 13 日から本格的に開始され、11 月 21 日で概ね終了した。冷凍

入庫期間中、にわか雨はあったものの概ね天候に恵まれた。しかし、干出不足等

によってノリ芽の活着力が弱い網や二次芽の放出が少なくて芽付きが薄くなっ

た網が多く、良質な入庫網は例年に比べて少なかった。 
 
○採苗から冷凍入庫完了まで、栄養塩（DIN）は平均で 13.4～27.6μM と十分量

で推移した。 
 
２ 生産 

〇摘採は 11 月 21 日頃から開始され、初摘採は順調に行われたが、2 回目の摘採が

行われていた 12 月 5 日から珪藻及び渦鞭毛藻の増殖による色落ちが発生し、そ

の色落ちは現在（2 月末）まで継続中。 
 
○色落ち当初の優占種はキートセロスで、これは 12 月中旬頃にやや減少したが消

滅までには至らず、その後は 1 月上旬から優占種がリゾソレニアに、2 月上旬か

らユーカンピアに変遷し、現在（2 月末）に至っている。 
 
 

資 料 ５ 
(22期第26回有明漁調委) 

(令和７年３月３日)  
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○生産の早い段階から色落ちが発生したこと、冷凍網に芽落ちの不安があることに

より、12 月 17、20 日の組合長会で「今年度は秋芽網の一斉撤去及び冷凍網の一

斉張り込みは行わないこと」「秋芽網の撤去及び冷凍網の出庫は各漁協で判断す

ること」「活性処理期間は 12 月 20～26 日」が決定された。このことを受けて、

各漁協で協議が行われ、冷凍網の出庫日は、柳川・大川地区と中島漁協は 12 月

23 日以降、大和漁協は 2 月 3 日以降、有明漁協と皿垣開漁協は 2 月 6 日以降、

山門羽瀬漁協、高田漁協・大牟田市漁協は自主張込み、ということになった。 
 
○秋芽網での摘採は撤去までに 7～10 回程度行われた。現在は冷凍網で 1～2 回目

の摘採が行われている。なお、2 月 21 日の調査で漁場から秋芽網が概ね無くな

ったことを確認した。 
 
○あかぐされ病は冷凍入庫作業終盤の 11 月 18 日（採苗 31 日後）に初認された。

初認から 12 月中旬までは病勢は軽微であったが、小潮（12 月 23 日）後に病勢

が拡大し、1 月 3 日には重症化した。この状況は大きく改善することはなく、1
月 14 日から秋芽網の撤去が開始された。 

 
〇壺状菌病はまだ確認されていない（2 月末現在）。 
 
○第 7 回入札までの生産累計は以下のとおり。 

生産枚数   5.58 億枚 （過去 5 年比：59％） 
生産金額  159.3 億円 （過去 5 年比：117％） 
平均単価  28.57 円／枚（過去 5 年比：＋14.21 円） 


